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１ 総合計画とは 

 清須市における行政運営の基本的な指針です。 

 

２ 総合計画の構成・計画期間 

 ⑴ 基本構想 

   （市の将来の都市像とそれを実現するための施策の構想などを定めるもの） 

  基本構想は、今後の清須市の方向性を示すもので、市の「基本理念」と「将来像」

を定め、これを反映させるための今後の「行政運営の方針」と「施策の展開方向」

を記述しています。その上で「施策の指針」を定め、分野別の施策の方向を明らか

にしています。 

 

 ⑵ 基本計画 

   （基本構想を達成するための施策の大綱を総合的・体系的に定める中期計画） 

  基本計画は、基本構想を踏まえ、市の「現状と将来見通し」を示した上で、「土

地利用方針」と今後実施していく「施策の概要」について記述しています。「施策

の概要」では、基本構想に示された「施策の指針」にしたがって、個別の施策・事

業の内容を体系的に示しています。 

 

 

【参考】総合計画策定義務の廃止とその対応 

 地方自治法において、議会の議決を経て、その地域における総合的かつ計画的な行

政の運営を図るための基本構想（総合計画基本構想）を定めることが規定されていま

したが、地域主権改革の一環として地方自治法の一部改正（施行日：平成２３年８月

１日施行）により、策定義務が廃止されました。 

 清須市では、行政運営の基本的な指針である総合計画基本構想の重要性を鑑み、引

き続き総合計画を策定するとともに、策定等にあたっては議会の議決を受ける制度を

構築します。 

 

（基本構想）
平成あ
19年度

　 　 　
平成あ
23年度

平成あ
24年度

　 　 　
平成あ
28年度

総合計画

（基本計画）

見直し

後期計画前期計画
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３ 見直しの視点 

 ① 旧春日町との合併 

  第１次総合計画は平成１９年度からスタートしており、平成２１年１０月の旧春

日町との合併は反映されていません。旧春日町との合併時に策定した新市基本計画

を尊重し、見直しを行います。 

 

 ② 時代の潮流変化への対応 

  地域主権戦略を始めとする国の政策などに対応した施策展開を図るとともに、東

日本大震災及びこれに伴う原発事故の発生など、社会情勢に対応した見直しを行い

ます。 

 

〔時代の潮流変化〕 
社会構造の変化 人口減少、少子高齢化の進展。社会保障関係費の増大。 

○キーワード→現役世代の減少、社会保障制度の持続可能性 
経済構造の変化 日本経済は縮小傾向にあり、貿易の自由化は進展。 

○キーワード→低成長 
生活意識の変化 「個人の利益よりも国民全体の利益を大切にすべきだ」という意識の

高まり。 
○キーワード→心の豊かさ、協働 
東日本大震災、原発事故を契機に、災害に対する不安が増大。また、
再生可能エネルギー、食の安全に対する関心の高まり。 
○キーワード→危機管理、原子力から再生可能エネルギー、食の安全

 

〔５年間の主な出来事〕 
平成19年 
（2007） 

参議院選挙で民主党が第１党となる。（7月） 
郵政の分社・株式会社化、日本郵政公社が廃止。（9月） 
震度６強の地震が発生。（能登半島沖（3月）、中越沖（7月）） 

平成20年 
（2008） 

中国製ギョーザで中毒発生。食の安全への更なる関心の高まり。（1月） 
リーマンショック、世界同時株安。（9月） 
震度６強の地震が発生。（岩手・宮城内陸（6月）） 

平成21年 
（2009） 

衆議院総選挙で民主党が第１党となり政権交代。（8月） 

平成22年 
（2010） 

参議院選挙で自民党が第１党となる。（7月） 
ＣＯＰ１０（生物多様性条約第10回締約国会議）が愛知県で開催。 
環境への関心が更に高まる。（10月） 

平成23年 
（2011） 

東日本大震災、原発事故が発生。安全、エネルギーのあり方への関心が更に
高まる。（3月） 

 

 ③ まちづくりの進展 

  平成１９～２３年度まで５年度間の前期基本計画に定めたまちづくりの進展を

踏まえ、基本構想の実現に向けて、更にまちづくりを加速するように見直しを行い

ます。 

①旧春日町との合併   

   

②時代の潮流変化への対応   

   

③まちづくりの進展  

見 

直 

し  

市民の皆さんの声を反映 
 総合計画審議会 
市民参画会議（清須“夢”会議）
 市民満足度調査 
 パブリック・コメント 
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【参考】清須市の強み、弱み 

 今後のまちづくりを考える上で、清須市の強みと弱みを推し量る必要があります。 

 そこで、主に企業の組織戦略や販売戦略などを検討する際に使われる分析手法であ

るＳＷＯＴ（スウォット）分析を用い、組織の強み（Strength）、弱み（Weakness）、

機会（Opportunity）、脅威（Threat）の４つの軸から評価するものです。 

 「機会」「脅威」という言葉はわかりにくいという指摘があるため、ここでは、そ

の組織が直面する外部環境からプラスの影響（順風）があるか、マイナスの影響（逆

風）があるか、という観点で整理します。 

 

 

清須市を取り巻く環境の分析

順風(Ｏ)
＝主に立地条件

逆風(Ｔ)
＝主に行政経営環境

（積極的攻勢） （差別化戦略）

■名古屋都心に近接し交通利便性
が高い（市内に鉄道駅が１０駅）

■全国的にみて相対的に高い財政
力、高い住民サービス水準

■増加傾向にある人口動向、居住地
としての評価が高まりつつある

■将来的な人口減少は比較的緩や
かに推移

■歴史資源が豊富、全国的に知名
度が高い

■東西約５km、南北約８．０kmと市
域がコンパクト

（段階的施策） （専守防衛）

■災害のイメージ、名古屋西部の住
宅地としての評価の低さ

■旧４町ごとの地域特性の相違、一
体感醸成の必要性

■幹線道路、下水道など都市インフ
ラ整備が必要

■地形的に継続的な治水対策が必
要

■同種の公共施設が重複 ■市街化率が高いため開発余地が
少なく、開発コストが高い

強み(Ｓ)

弱み(Ｗ)

清
須
市
の
分
析

■全国的にみて相対的に高い財政 

力、高い住民サービス水準 

 

 

■将来的な人口減少は比較的緩や 

かに推移 

 

 

■東西約５．５ｋｍ、南北約８．０ｋｍ 

 と市域がコンパクト 
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４ 将来動向 

 ⑴ 人口動向 

  ① 人口総数 

○ 日本全体が人口減少の中、清須市の人口は微増すると見込まれるものの、

平成３７年をピークに、ゆるやかに減少していくものと予測される。 

 

図１ 人口見通し（清須市） 
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  ② 世帯の状況 

○ １世帯当たり人員は、引き続き減少するものと見込まれ、核家族化が更に

進展していくものと予測される。 

 

図２ １世帯当たり人員の見通し（清須市） 
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2.38
2.27
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4.00
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推計値

（平成２２年国勢調査結果から推計）

（平成２２年国勢調査結果から推計）
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  ③ 年齢別人口 

○ ６５歳以上の老年人口は、団塊の世代がこの年齢層に移ってくることから、

大きく増加することが見込まれる。 

○ 出産する年齢層にある女性数の減少から、出生数は減少すると考えられ、

１４歳以下の年少人口は減少するものと見込まれる。 

○ １５～６４歳の生産年齢人口は、団塊の世代がこの年齢層から抜けていく

減少分の一部を、人口移動（転入超過）による増加分が補うものの、ゆるや

かに減少していくものと予測される。 
 

表１ 年齢（３区分）別人口の見通し（清須市） 

平成12 平成17 平成22 平成27 平成32 平成37 平成42 平成47
（2000） （2005） （2010） （2015） （2020） （2025） （2030） （2035）

年少人口（0～14歳） 9,097 8,771 9,372 9,083 8,476 7,350 7,045 6,992
生産年齢人口（15～64歳） 44,047 43,113 42,792 41,978 42,210 43,343 43,138 42,161
老年人口（65歳～） 9,247 11,234 13,215 15,399 16,263 16,377 16,670 17,435
年齢不詳 618 240 378 382 385 385 384 382  
 

図３ 年齢（３区分）別人口の見通し（清須市） 

9,097 8,771 9,372 9,083 8,476 7,350 7,045 6,992

44,047 43,113 42,792 41,978 42,210 43,343 43,138 42,161

9,247
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13,215
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図４ 年齢（３区分）別人口の割合の見通し（清須市） 
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平成12
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平成37
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年少（0～14歳） 生産（15～64歳） 老年（65歳～） 年齢不詳

 

  注）年齢不詳があるため、総数は100％にならない場合がある。 

生産年齢人口 

老年人口 

年少人口 

（平成２２年国勢調査結果から推計）

（平成２２年国勢調査結果から推計）
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 ⑵ 経済、財政動向 

  ① 経済動向 

平成２３年度の経済動向について（内閣府年央試算）抜粋 

平成２３年８月12日 内閣府 

○ 我が国経済は、東日本大震災の影響により１―３月期の実質ＧＤＰが大幅

なマイナス成長。 

○ 今後、復興への取組が進む中で消費、投資は持ち直し、また輸出の増加も

期待。 

○ 先行きについては、電力供給の制約やそれによるコスト上昇の影響、企業・

人材が流出するリスク等に十分留意する必要がある。また、世界経済の不透

明感の高まりや為替レートの変動が日本経済に与える影響を注視する必要が

ある。 

 

 

 

 上記グラフの（Ａ）は、東日本大震災に伴う復旧・復興対策のための時限的財源措

置が、過去の歳出パターンを踏まえ５年間で行われる場合の試算結果を示す。 

 上記グラフの（Ｂ）は、東日本大震災に伴う復旧・復興対策のための時限的財源措

置が、各年度均等に１０年間で行われる場合の試算結果を示す。 
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  ② 清須市における財政動向（普通会計ベース※１） 

   ○歳入（※２） 

市税
110.4億円

市税
114.2億円

譲与税・交付金
20.5億円

譲与税・交付金 11.1億円

地方交付税 4.9億円

地方交付税
15.7億円

使用料及び手数料 5.6億円

使用料及び手数料 5.6億円

国県支出金
33.7億円

国県支出金
20.1億円

財産収入 0.8億円

財産収入 1.6億円

繰入金
11.6億円

繰入金 5.6億円

市債
13.9億円

市債
14.2億円

その他
20.6億円

その他
12.8億円

１８年度決算

２２年度決算

   ○歳出（※３） 

人件費
 35.6億円

人件費
 41.3億円

物件費
 45.4億円

物件費
 45.1億円

維持補修費
 1.0億円

維持補修費
 1.0億円

扶助費
 37.1億円

扶助費
 19.9億円

補助費等
 21.5億円

補助費等
 21.3億円

投資的経費
16.0億円

投資的経費
 22.1億円

公債費
 18.3億円

公債費
 13.9億円

その他
 30.7億円

その他
 34.9億円

１８年度決算

２２年度決算

※１ 普通会計…地方公共団体における地方公営事業会計（水道・国民健康保険・介護保険事業

等の会計）以外の会計で、一般会計のほか、特別会計のうち地方公営事業会計

に係るもの以外のものの純計額となる。地方公共団体ごとに各会計の範囲が異

なっているため、財政状況の統一的な比較が困難であることから、地方財政統

計上便宜的に用いられる会計区分。 

※２  市税        …市民税・固定資産税・軽自動車税等 

    譲与税・交付金 …地方譲与税（国税として徴収し、そのまま地方公共団体に対して譲与す

る税）、地方特例交付金等（特別交付金から構成される国から地方公共

団体への交付金） 

    地方交付税    …地方財源の均衡化を図り、かつ地方行政の計画的な運営を保障するため

に国が地方公共団体に対して交付する税 

平成１８年度 

決算 

平成２２年度 

決算 

平成１８年度 

決算 

平成２２年度 

決算 



- 8 - 

※３ 物件費   …人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の地方公共団体が支出する消費

的性質の経費の総称。 

※３ 扶助費   …社会保障制度の一環として地方公共団体が各種法令に基づいて実施する給付

や、地方公共団体が単独で行っている各種扶助に係る経費。 

※３ 投資的経費…道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備等に要する

経費。 

※３ 公債費   …地方公共団体が発行した地方債の元利償還等に要する経費。 
※平成１８年度値には、旧春日町分を含みます。 

 

 

 

○歳出（行政目的に着目した歳出の分類） 

 

衛生費 9.6%

0.1%
公債費 6.9%  8.9%

 12.2%教育費 15.3%

消防費 4.7%  4.4%

 8.8%
土木費 12.2%  1.9%

商工費 1.4%  1.2%

農林水産業費
 1.6%  1.7%

労働費 0.6%

 9.7%

 39.3%
民生費 29.6%

 10.6%

総務費 16.5%

 1.2%議会費 1.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

１８年度決算 ２２年度決算
 

諸支出金 

平成１８年度決算 平成２２年度決算 
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○財政硬直化の進行　～上昇傾向にある経常収支比率～

○合併特例支援の終焉　～普通交付税の合併算定替適用期間の終了～

経常収支比率の推移（清須市と県内市町村平均）

88.8

76.9 77.4

79.3

81.9 81.7 80.5

86.0

87.7
87.1

88.7

85.1

90.3

86.0

80.1
81.1 80.7

83.7 83.1
83.8 85.6

84.5
83.5

84.9

75.0

77.5

80.0

82.5

85.0

87.5

90.0

92.5

Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

清須市 県内市町村平均

％

年度

　経常収支比率＝（経常経費充当一般財源額）／（経常一般財源収入額）×１００
　　※財政構造の弾力性を示す指標
　　※平成１３年度から減税補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源に新たに追加

普通交付税の合併算定替（イメージ）

0.9

0.7

0.5

0.3

0.1

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

合 算 額 保 障 期 間 段 階 的 縮 減 期 間

合併算定替適用期間

合

併

算

定

替

に

よ

る

普

通

交

付

税

増

加

額

一 本 算 定 に よ る 普 通 交 付 税 の 額

普通交付税の合併算定替による増加額

区 分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

増加額Ⓐ－Ⓑ 116 198 321 458 1,023 1,459 1,459 1,459 1,459 1,459 1,313 1,021 730 438 146

合併算定替Ⓐ 59 116 198 321 458 1,246 1,897 1,897 1,897 1,897 1,897 1,751 1,459 1,168 876 584

一本算定　Ⓑ 0 0 0 0 223 438 438 438 438 438 438 438 438 438 438 438

0.9 0.7 0.5 0.3 0.1

合併 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 11年目 12年目 13年目 14年目 15年目

（単位：百万円）
H24以降もH23と同等の財源不足があるものとして推計

段 階 的 縮 減 期 間合 算 額 保 障 期 間

合 併 算 定 替 適 用 期 間

春日町編入

普通交付税の合併算定替による増加額
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※平成１８年度一般会計当初予算（総合計画策定前年度）との比較 

 清須市の財政状況を年収５００万円の家計に例えると・・・            （単位：円） 

 平成18年度 平成22年度 主な内容 増減の主な要因 

【収入】 

 

○月収 

 

 

○親からの仕送り 

 

 

○ローンの借り入れ 

 

309,000円

68,000円

40,000円

272,000円

114,000円

31,000円

 

 

市税など 

 

 

国・県支出金など 

 

 

市債などの借入金

 

 

景気後退による税収の

減など 

 

税収減に伴う普通交付

税の増 

 

【支出】 

 

○光熱水費・日用品費 

 

○食費(人にかかる経費) 

 

○自宅の修繕費・増改築費 

 

○親戚・友人への資金援助 

 

○医療費など 

 

○ローンの返済 

 

○家族への仕送り 

 

○貯金 

 

105,000円

89,000円

72,000円

48,000円

36,000円

29,000円

28,000円

10,000円

101,000円

73,000円

40,000円

42,000円

81,000円

35,000円

45,000円

0円

 

 

物件費など 

 

人件費 

 

投資的経費 

 

補助費など 

 

扶助費 

 

公債費 

 

他会計への繰出金 

 

基金への積立金 

 

 

 

 

行政改革による職員定

数減 

大規模事業完了に伴う

減 

補助対象の重点化によ

る減 

少子高齢化による社会

保障給付費の増 

大規模事業の実施に伴

う増 

国民健康保険事業へ

の繰出金の増 

その他 

 

○ローン残高 

 

○貯蓄残高 

3,886,000円

464,000円

4,138,000円

647,000円

 

 

市債の未償還残高 

 

基金の残高 

 

 

※平成１８年度値には、旧春日町分を含みます。
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５ 基本理念、将来像 

 まちづくりの基本理念、将来像は、２度の合併の理念も継承していることから、基

本的には見直しを行いません。ただし、理念の一つである「創造」では、元気を創り

出す記述を加筆します。 

 
「清須市の基本理念」を表す四葉のクローバー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

～清須市の将来像～ 
水と歴史に織りなされた安心・快適な環境都市 

 

安心 

災害や犯罪から生命・

財産を守り、安心して

暮らせるまちづくりを

目指します 

快適 

自然と共生し、住みや

すく文化的環境が整っ

たまちづくりを目指し

ます 

創造 

元気で創造性豊かな活

動ができるまちづくり

を目指します 

責任 

持続性があり、将来世

代に責任をもてるまち

づくりを目指します 
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６ 施策体系 

 引き続き７つのまちづくりの体系としますが、春日町との合併時に策定された新市

基本計画を尊重するなど、施策体系を以下のように見直しを行います。 

 

101　河川・排水対策の充実 ①　河川・排水対策の充実

102　防災対策の充実 ②　防災対策の充実

103　防犯・交通安全対策の充実 ③　防犯・交通安全対策の充実

104　消防・救急体制の充実 ④　消防・救急体制の充実

105　上水道・下水道の充実 ⑤　上水道・下水道の充実

106　ごみ処理体制の充実 ⑥　ごみ処理体制の充実

107　火葬施設・墓地の充実 ⑦　斎苑施設の整備推進

201　医療体制・健康づくり環境の充実 ①　医療体制・健康づくり環境の充実

202　地域福祉の充実 ②　地域福祉の充実

203　少子化対策・児童福祉・母子（父子）福祉の充実 ③　少子化対策・児童福祉・母子（父子）福祉の充実

204　障害者（児）福祉の充実 ④　障害者（児）福祉の充実

205　高齢者福祉の充実 ⑤　高齢者福祉の充実

206　社会保障の充実 ⑥　社会保障の機能強化

207　青少年の健全育成 ⑦　青少年の健全育成

208　消費者利益の擁護・増進 ⑧　消費者利益の擁護・増進

209　自治・コミュニティ活動の振興 ⑨　自治・コミュニティ活動の振興

210　ボランティア・ＮＰＯ活動の振興 ⑩　ボランティア・ＮＰＯ活動の振興

211　男女共同参画社会の推進 ⑪　男女共同参画社会の推進

①　環境の保全、資源循環型まちづくりの推進

301　公園・緑地の充実 ②　公園・緑地の充実

302　環境保全・緑化の推進 ③　水と緑のネットワークの形成

④　都市近郊農業の振興

303　市街地整備の推進 ①　市街地整備の推進

304　都市景観整備の推進 ②　都市景観整備の推進

305　道路・橋りょうの充実 ③　道路・橋りょうの充実

306　公共交通の充実 ④　公共交通の充実

401　学校教育の充実 ①　学校教育の充実

402　生涯学習の充実 ②　生涯学習の充実

403　文化・芸術活動の振興 ③　文化・芸術活動の振興

404　文化財保護の推進 ④　文化財保護の推進

405　スポーツ・レクリエーション活動の振興 ⑤　スポーツ・レクリエーション活動の振興

406　地域間・国際交流の振興 ⑥　地域間・国際交流の振興

501　商業・工業の振興 ①　商業・工業の振興

502　都市近郊農業の振興

503　観光の振興 ②　観光の振興

601　市民参加の推進 ①　市民参加の推進

602　電子自治体の推進 ②　電子自治体の推進

701　行政運営の合理化 ③　行政運営の合理化

現施策体系 見直し後

3　便利で快適に
暮らせるまちづく
り

6　創造的にいき
いきと働くことの
できるまちづくり
【産業振興】

4　歴史・伝統・文
化・教育を大切
にするまちづくり

1　安全・安心で
自然が息づくまち
づくり

4　便利で快適に
暮らせるまちづく
り
【基盤整備】

1　安全・安心で
自然が息づくまち
づくり
【安全・安心】

2　健康で思いや
りのあふれるま
ちづくり

5　創造的にいき
いきと働くことの
できるまちづくり

2　健康で思いや
りのあふれるま
ちづくり
【健康・福祉】

3　水と緑に恵ま
れるうるおいの
あるまちづくり
【環境・自然】

7　新しい時代に
対応できるまちづ
くり（持続性のあ
る行政運営の推
進）

7　新しい時代
に対応した、参
加と交流のまち
づくり（市民参加
と行政運営）
【人づくり・行政
運営】

5　歴史・伝統・文
化・教育を大切
にするまちづくり
【教育・生きが
い】

6　参加と交流の
まちづくり（行政へ
の市民参加の推
進）
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７ 計画の進捗管理 

 前期基本計画においては、次年度の予算編成に合わせて行政評価（事前（事中）の

行政評価）を行い、その結果により各施策・事業の優先度を設定して適切な進捗管理

に軸足を置いてきました。 

 しかしながら、現役世代が減少し、社会保障関係費が増大する中、「あれもこれも」

から「あれかこれか」の選択と集中による行政運営が欠かせません。そこで、後期基

本計画においては、事後の行政評価を行うこととします。この行政評価では出来る限

り目標値を設定するとともに、有識者の所見を記載するなど、外部の視点を評価に反

映させて公表します。 

 また、市民の皆さんの目線により政策・施策設定の妥当性、有効性を検証するため、

市民満足度調査を実施することを位置付けます。 

 

〔新たなポイント〕 

① 事後の行政評価を実施 

② 行政評価には出来る限り目標値を設定 

③ 有識者の所見を評価書に記載し、外部の視点を評価に反映させて公表 

④ ２年に１回、市民満足度調査を実施 
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【参考】市民満足度調査 

 本調査は、市が行う施策に対して、市民の皆さまが現在どの程度満足と感じている

か、そして、今後どれくらい重要と感じているかを統計的に整理することにより、今

後の清須市のまちづくりに反映することを目的に実施します。 

 また、政策・施策設定の妥当性、有効性の検証及び政策単位の行政評価を行います。 

 これまでに、２回実施しました。 

 

第１回調査 

 平成２０年１１月実施 調査対象４，０００人 回収数１，６７２人（４１．８％） 

第２回調査 

 平成２２年 ６月実施 調査対象４，５００人 回収数１，８０８人（４０．２％） 

第２回調査結果（相関図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-0.4

-0.1

0.2

0.5

0.8

1.1

1.4

0.3 0.8 1.3 1.8 2.3 2.8 3.3 3.8 4.3

平均値

0.59

1 水害を防ぐ施設の整備

2 防災機能の強化

3 防犯・交通安全

4 消防・救急体制

5 上水道・下水道

6 ごみ処理・資源回収、し尿処理

7 火葬施設の整備、墓地の維持管理

8 健康づくり、各種検診の実施

9 福祉センターの施設運営

10 子育てに関する支援

11 障がい者への支援

12 高齢者への支援

13 国民健康保険・介護保険、生活保護

14 青少年の健全育成

15消費者相談や啓発活動

16 自治・コミュニティ活動への支援

17 ボランティア・ＮＰＯ活動の支援

18 男女共同参画社会の推進

19 公園・緑地の整備

20 環境美化・保全活動

21 駅周辺開発・土地区画整理の推進

22 街路樹・植樹帯の維持管理

23 市道の整備・維持管理

24 コミュニティバスの運行

25 小・中学校の施設整備

26 生涯学習機会の提供

27 文化活動、伝統芸能・祭への支援

28 文化財の保護

29 スポーツ・レクリエーション施設の運営・管理

30 他の市町との交流・国際交流

31 中小企業への支援、商店街活性化

32 農業振興、土地改良・用水路整備

33 観光の振興 34 市民参加の推進・広報などの情報発信

35 市役所業務の情報システム化

36 行政改革の推進

↑
満
足　
　
　
　
　
　

施
策
の
満
足
度　
　
　
　
　
　

不
満
↓

←重要でない　　　　施策の重要度　　　　　重要→

今回

重要度平均値

満足度

2.44

満足度：高 

重要度：高 

満足度：高 

重要度：低 

満足度：低 

重要度：低 

国民健康保険・介護保険・生活保護

防犯・交通安全 

防災機能の強化 

高齢者への支援 環境美化・保全活動

行政改革の推進 

市道の整備・維持管理 満足度：低 

重要度：高 
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８ 見直しに向けた今後のスケジュール 

 本見直しのポイントを基に、そして、総合計画審議会のご意見を踏まえた上で、見

直しの成文化素案を作成し、パブリック・コメントを実施します。 

 

 

〔パブリック・コメント実施概要〕 

 

○意見募集期間 

 平成２４年１月１３日（金）～２月１２日（日） 

○公表資料 

 清須市第１次総合計画 基本構想、基本計画の見直しのポイント（案） 

 見直しの中間まとめ（案） 

○公表資料閲覧場所 

 公共施設１４箇所 

   企画政策課（本庁舎）・西枇杷島支所・清洲支所・春日支所・アルコ清洲・清

洲市民センター・清洲総合福祉センター・カルチバ新川・新川体育館・新川福

祉センター・にしび創造センター・にしびさわやかプラザ・西枇杷島福祉セン

ター・春日公民館 

 市ホームページ 

 

○見直しの中間まとめ（成文化素案）の体裁 

原文（見直し前） 原案（見直し後） 見直しの 
趣旨・論点 

Ⅰ 清須市の基本理念 
 
 清須市は西枇杷島町・清洲町・新
川町の合併により誕生しました。こ
の合併は、旧３町それぞれが単独の
財政力・組織力では解決することの
難しかった課題、すなわち①地方分
権時代への対応、②本格的な少子・
高齢社会への対応、③国・地方を通
じた厳しい財政状況への対応、④防
災対策を始めとする地域共通の行
政課題の解決、⑤行政サービスの維
持・向上、に一体的・総合的に対応
し、克服するために実施されたもの
です。 
 

Ⅰ 清須市の基本理念 
 
 清須市は平成17年7月に西枇杷島
町・清洲町・新川町の合併により誕
生しました。そして、平成21年10
月には、春日町とも合併し、現在に
至っています。この２回の合併は、
旧３４町それぞれが単独の財政
力・組織力では解決することの難し
かった課題、すなわち①地方分権時
代への対応、②本格的な少子・高齢
社会への対応、③国・地方を通じた
厳しい財政状況への対応、④防災対
策を始めとする地域共通の行政課
題の解決、⑤行政サービスの維持・
向上、に一体的・総合的に対応し、
克服するために実施されたもので
す。 

平成21年10月
の春日町との
合併を追記。 
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清須市第１次総合計画 

基本構想、基本計画の見直しのポイント(案) 

平成２３年１２月 
愛知県清須市役所 企画部 企画政策課 
〒４５２－８５６９ 
愛知県清須市須ケ口１２３８番地 

 電話 ０５２－４００－２９１１（代表） 


